
産業財産権人材育成協力事業
令和6年度概算要求額 4.1億円（4.0億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

アジア太平洋地域を中心とした開発途上国において産業財産権
に携わる人材を日本で行う研修に参加させ、開発途上国の産業
財産権制度をリードする人材に育成する。産業財産権分野にお
ける人材育成を通じて、各国産業財産権制度の整備を支援し、
当該国における日本企業の安定した権利取得や権利行使を図
る。

特許庁総務部国際協力課

成果目標

研修等を通じて、開発途上国等における法制度・運用の整備を
進め、日本から開発途上国等に対する特許取得件数が、 前年
から数えて過去3年分の年間特許取得件数の平均値を上回るよ
う目指す。

民間企業等国

委託

事業概要

本事業においては、アジア太平洋地域を中心とした開発途上
国における日本企業の円滑な事業活動を推進していくうえでの
課題を産業財産権分野における人材育成を通じて克服する
ため、開発途上国の産業財産権に携わる人材（産業財産関
連行政庁、産業財産権侵害対策関係者、民間企業者、教
育機関職員等）を、研修生の職制や専門性に応じて日本で
独自に企画・実施する研修に参加させる。また、研修のフォ
ローアップの観点から各国における研修修了生の人的ネット
ワークの形成を支援し、研修修了生の中から特許庁施策上の
カウンターパートとなる人材を確保する。


